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居宅介護サービス計画作成等支援契約書 

 

 様  (以下「利用者」という。)と株式会社マザーズ（以下「事業者」）は、居宅介護

支援事業所マザーズ(以下「事業所」という。)が利用者に対して行う居宅介護サービス計画作成等

支援について、次のとおり契約します。 

 

第1条 (契約の目的) 

事業者は、利用者の依頼を受けて、利用者に対し介護保険法令の趣旨にしたがって、居宅サービ

ス計画を作成し、指定居宅サービス等の提供が確保されるようサービス提供事業者等との連絡調

整その他の便宜を図ります。 

 第2条 (契約期間) 

1. この契約の契約期間は令和  年  月  日から利用者の要介護認定又は要支援認定(以下

「要介護認定等」という。)の有効期間満了日までとします。 

2. 契約満了の日までに、利用者から事業者に対して、文書による契約終了の申出がない場合、契

約は自動更新されるものとします。 

第3条 (介護支援専門員) 

事業者は、介護保険法に定める介護支援専門員を利用者の居宅サービス計画作成等の担当者と

して任命し、その決定及び変更を行った場合は、利用者にその氏名を通知します。 

第4条  (居宅介護サービス計画の作成) 

事業者は、次の各号に定める事項を介護支援専門員に担当させ、居宅サービス計画を作成します。 

利用者やその家族は、介護支援専門員が「居宅サービス計画（ケアプラン）」に位置付ける居宅

サービス事業所について下記の事項を介護支援専門員に求めることができます。 

・複数の事業所の紹介を求める 

・当該事業所を居宅サービス計画（ケアプラン）に位置付けた理由を求める 

・当該事業所のケアプランの訪問介護、通所介護、地域密着型通所介護、福祉用具貸与の利用

    状況を求める。 

1. 利用者の居宅を訪問し、利用者及びその家族に面接して、生活状況等を把握し、どのような

サービスが必要か、また、どのような問題があるのかを確かめます。 

2. 当該地域における指定居宅サービス事業者等に関するサービスの内容、利用料等の情報を適

正に利用者及びその家族に説明し、利用者がどのようなサービスを希望するのか、その選択を

求めます。 

3. 提供されるサービスの目標、その達成時期、サービスを提供する上での留意点等を盛り込んだ

居宅サービス計画の原案を作成します。 

4. 居宅サービスの原案に位置付けた指定居宅サービス等について、保険給付の対象となるか否

かを区分した上で、その種類、内容、利用料等について利用者及びその家族に説明し、利用者

から文書による同意を受けます。 

5. その他指定居宅サービス等に関する必要な支援を行います。 

第5条  (経過観察・再評価) 

事業者は、居宅サービス計画作成後、次の各号に定める事項を介護支援専門員に担当させます。 

1. 利用者及びその家族と毎月連絡を取り、経過の把握に努めます。 

2. 居宅サービス計画の目標に沿ってサービスが提供されるよう、指定居宅サービス事業者等と

の連絡調整を行います。 

3. 利用者の状態について定期的に再評価を行い、状態の変化等に応じて、居宅サービス計画変更

の支援、要介護認定区分変更申請の支援等の必要な対応を行います。 

第6条 (施設入所への支援) 

事業者は、利用者が介護保険施設への入院又は入所を希望した場合、利用者に介護保険施設の紹

介その他の支援を行います。 

第7条 (居宅サービス計画の変更) 

利用者が、居宅サービス計画の変更を希望した場合又は事業者が居宅サービス計画の変更が必

要と判断した場合は、事業者と利用者双方の合意をもって居宅サービス計画を変更します。 



第8条 (給付管理) 

事業者は、居宅サービス計画作成後、その内容に基づき毎月給付管理票を作成し、愛知県国民健

康保険団体連合会に提出します。 

第9条 (要介護認定等の申請に係る援助) 

1. 事業者は、利用者が要介護認定等の更新申請及び状態の変化に伴う区分変更申請を円滑に行

えるよう利用者を援助します。 

2. 事業者は、利用者が希望する場合は、要介護認定等の申請を利用者に代わって行います。 

第10条 (サービス提供の記録) 

1. 事業者は、指定居宅介護支援の提供に関する経過を記録し、これをこの契約終了後5年間保管

します。 

2. 利用者は、事業者の営業時間内にその事業所において、当該利用者に関する前項のサービスに

関する記録を閲覧することができます。 

3. 利用者は、当該利用者に関する第1項のサービスに関する記録の写しの交付を請求することが

できます。 

第1２条第1項から第3項までの規定により、利用者又は事業者が契約の解除を文書で通知した

場合、事業者は、直近の居宅サービス計画及びその実施状況に関する書面を作成し、利用者に

交付します。 

第11条（サービスの利用料） 

1. 利用者は、サービスにかかる【重要事項説明書】に定める利用料等に基づき計算された月ごと

の合計額を事業者に支払います。 

2. 事業者は、利用月の利用料金の請求書に明細を添付して、翌月１５日までに利用者に送付しま

す。 

3. 利用者は、利用月の利用料金を翌月末日までに、あらかじめ事業者が指定した金融機関への口

座振込により支払います。 

4. 事業者は、利用者から利用料金の支払いを受けたときは、利用者に対し領収書を発行します。 

ただし、介護保険法令に基づいて、利用者が保険給付を償還払い（一旦利用者が事業者に対

し全額を支払い、その後利用者が市町村から９割から7割分の払戻を受ける支払方法）の方

法で受ける場合には、事業者に対し、利用料の全額を支払います。 

第12条 (契約の終了) 

1. 利用者は、事業者に対して、文書で通知することにより、いつでもこの契約を解除することが

できます。 

2. 事業者は、特別の理由がある場合、利用者に対して、1カ月以上の予告期間をおいて理由を示

した文書を通知することにより、この契約を解除することができます。この場合、事業者は、

当該地域の他の指定居宅介護支援事業者に関する情報を利用者に提供します。 

3. 事業者は、利用者又はその家族が事業者や介護支援専門員に対して、この契約を継続し難いほ

どの背信行為を行った場合、文書で通知することにより、直ちにこの契約を解除することがで

きます。 

4. 次の各号に定める事項に該当した場合は、この契約は自動的に終了します。 

① 利用者が介護保険施設に入所した場合 

② 利用者の要介護認定区分が自立または要支援・事業対象者と認定された場合 

③ 利用者が死亡した場合 

第13条 (秘密保持) 

1. 事業者が雇用する者は、業務上知り得た利用者及びその家族に関する秘密を正当な理由なく

第三者に漏らしません。この守秘義務は契約終了後も同様です。 

2. 事業者は、利用者又はその家族から予め書面で同意を得ない限り、サービス担当者会議等にお

いて、その個人情報を利用することができません。 

第14条 (賠償責任) 

事業者は、サービスの提供に伴って、事業者の責に帰すべき理由により利用者の生命・身体・財

産に損害を及ぼした場合には、その損害を賠償します。 

 



第15条 (身分証携行義務) 

介護支援専門員は、常に身分証を携行し、初回訪問時及び利用者やその家族から提示を求められ

たときは、身分証を提示します。 

第16条 (相談・苦情対応) 

事業者は、利用者からの相談、苦情等に対応する窓口を設置し、自ら提供した居宅介護支援又は

居宅サービス計画に位置付けた居宅サービス等に関する利用者の要望、苦情等に対し、迅速かつ適

切に対応します。 

第17条 (事業者の注意義務) 

事業者は、利用者と契約した業務を行うにあたっては、法令等を遵守し、最善の注意をもってそ

の業務を遂行します。 

第18条 (中立義務) 

事業者は、利用者と契約した業務を行うにあたっては、利用者に提供される指定居宅サービス等

が特定の種類に偏ることのないよう、又は特定の指定居宅サービス事業者等を利用することのな

いよう誘導し、又は利用者に指示すること等により特定の指定居宅サービス事業者等を有利に扱

うことのないよう公平中立に行わなければなりません。 

第19条 (裁判所の管轄) 

利用者と事業者は、本契約に関してやむを得ず訴訟となる場合は、利用者の住所地を管轄する裁

判所を第1審管轄裁判所とすることを予め合意します。 

第20条 (その他) 

本契約に定めのない事項については、介護保険法その他法令の定めにより双方が誠意をもって

協議の上、決定します。 

  

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

個人情報の使用に係る同意書 

 

以下に定める条件のとおり、私及び代理人は、株式会社マザーズが、私および身元引受人、家族の

個人情報を下記の利用目的の必要最低限の範囲内で使用、提供、または収集することに同意します。 

１、利用期間 

 介護サービス提供に必要な期間及び契約期間に準じます。 

２、利用目的 

（１） 介護保険における介護認定の申請及び更新、変更のため 

（２） 利用者に関わる介護計画（ケアプラン）を立案し、円滑にサービスが提供されるために実

施するケアカンファレンスでの情報提供のため 

（３） 医療機関、福祉事業者、介護支援専門員、介護サービス事業者、自治体（保険者）、その他

社会福祉団体等との連絡調整のため 

（４） 利用者が、医療サービスの利用を希望している場合および主治医等の意見を求める必要の

ある場合 

（５） 利用者の利用する介護事業所内のケアカンファレンスのため 

（６） その他サービス提供で必要な場合 

（７） 上記各号に関わらず、緊急を要する時の連絡等の場合 

３、使用条件 

（１） 個人情報の提供は必要最低限とし、サービス提供に関わる目的以外決して利用しない。ま

た、利用者とのサービス利用に関わる契約の締結前からサービス終了後においても、第三

者に漏らさない。 

（２） 個人情報を使用した会議の内容や相手方などについて経過を記録し、請求があれば開示す

る。 

４、肖像権について 

当施設のホームページ・パンフレット・施設内研修・掲示物・ブログ・SNS・広報誌などにおい

て、ご利用者様の映像・写真を使用させていただきたい場合がございます。 

使用につきまして以下に○をご記入していただくか、同意する・同意しないとご記入ください。 

 

同意する  ・  同意しない 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

居宅介護支援事業重要事項説明書 

居宅介護支援のサービス提供の開始にあたり、厚生省令第 38 号第４条に基づいて、当事業者があ

なたに説明すべき事項は次のとおりです。 

１ 運営方針 

 ① 居宅介護支援事業所マザーズは、高齢者が要介護状態等になった場合においても、可能な限

りその居宅において、その有する能力に応じ自立した日常生活を営むことができるよう支援

します。 

② 利用者の心身の状況、その置かれている環境等に応じて、利用者の選択に基づき、適切な保

健医療サービス及び福祉サービスが、多様な事業者から、総合的かつ効率的に提供されるよ

う配慮します。 

２ 居宅介護支援事業所の概要  

 事 業 所 名      ：居宅介護支援事業所マザーズ 

所  在  地 ：名古屋市西区押切一丁目９番２５号 

 事業所番号 ：指定居宅介護支援 2370401883 

３ 職員勤務体制 

 人数      業務内容 

管理者 1 名 事業所の管理、運営 

介護支援専門員 2 名以上 居宅介護支援業務 

４ サービス提供時間 

 営業日  ：月曜～金曜日。ただし、国民の祝日及び１２月３０日～１月３日については休業しま

す。 ※電話等により常時連絡可能な体制をとります。 

 営業時間 ：９：００～１８：００ 

       ただし、緊急の場合は時間外でも相談業務を行います。 

５ 利用料金 

（１） 利用料 

居宅介護支援費は、居宅サービス計画作成後、利用者が介護サービスの利用があった場合に対

して、介護サービスの提供開始以降１ヶ月あたり、利用者の要介護区分にあわせ、下記の表に

該当する単位数が負担対象となりますが、法定代理受領により当社の居宅介護支援に対し介

護保険給付が支払われる場合は、ご本人様の負担金は生じません。 

（単位数単価 11.05円） 

サービス内容略称 給付単位数  １月の金額（円）  

居宅介護支援費Ⅰ（要介護1・2） 1,086 12,000 

居宅介護支援費Ⅰ（要介護3・4・5 ） 1,411 15,591 

初回加算 300 3,315 

入院時情報連携加算（Ⅰ）１月につき 250 2,762 

入院時情報連携加算（Ⅱ）１月につき 200 2,210 

退院・退所加算（Ⅰ）イ １回につき 450 4,972 

退院・退所加算（Ⅰ）ロ １回につき 600 6,630 

退院・退所加算（Ⅱ）イ １回につき 600 6,630 

退院・退所加算（Ⅱ）ロ １回につき 750 8,287 

退院・退所加算（Ⅲ）   １回につき 900 9,945 

特定事業所加算（Ⅰ）  519 5,734 

特定事業所加算（Ⅱ）  421 4,652 



特定事業所加算（Ⅲ）  323 3,569 

特定事業所加算（A）  114 1,259 

通院時情報連携加算      1月につき 50 552 

特定事業所医療介護連携加算 125 1,381 

緊急時等居宅カンファレンス加算  200 2,210 

ターミナルケアマネジメント加算1月につき 400 4,420 

同一建物減算 所定単位数から5%減算 

※初回加算：新規に居宅サービス計画を策定した場合、及び要介護状態区分が２段階以上変更と

なった場合 

※同一建物減算：指定居宅介護支援事業所における1月当たりの利用者が同一の建物に20人以上居

住する建物に居住する利用者が対象 

 

（２） 解約料 

お客様はいつでも契約を解約することができ、一切、料金はかかりません。 

 

（３） その他の料金 

   通常の事業実施地域以外の利用の場合、交通費実費をいただきます。また自動車利用の場合、

下記の料金をいただきます。 

    事業所から、片道おおむね１キロメートル毎に１０円 

 

６ 秘密の保持 

  サービスを提供する上で知り得た利用者及びその家族に関する秘密及び個人情報については、利用

者又は第三者の生命、身体等に危険がある場合など正当な理由がある場合を除いて、契約中及び契約

終了後、第三者に漏らすことはありません。 

  また、あらかじめ文書により利用者の同意を得ない限り、サービス担当者会議等において利用者ま

たはその家族の個人情報を用いません。 

 

７ 通常の実施地域 

通常の事業の実施地域は、西区、中村区、中区、北区、東区とする。 

 

８ サービス内容に関する相談・苦情の窓口 

 当方の居宅介護支援に関する相談、苦情及び居宅サービス計画に基づく提供サービスについての

相談、苦情はこちらまで。 

 

  担当： 水野 芳恵     TEL：０５２－414－7749 

                FAX：052―756―4334 

 

 それ以外にも、下記の相談窓口があります。 

  市町村：名古屋市介護保険課 東桜分室 TEL：０５２－959－3087 

                     FAX：０５２－959－4155 

 

  国保連：介護サービス苦情窓口  TEL：０５２－９７１－４１６５ 

                  FAX：０５２－９６２－８８７０ 

 

 

 

 



 

 

 

９ 賠償責任 

 指定居宅介護支援事業の提供により事故が発生し、当方の責に帰すべき事由により利用者の生命、

身体、財産等を傷つけた場合、その損害を賠償します。不可抗力による場合を除き、速やかに利

用者に対して損害を賠償します。 

  但し、利用者や利用者の家族に重大な過失がある場合は、賠償額を減ずる事が出来ます。 

 

損害賠償保険会社 東京海上日動火災保険株式会社 

 

１０ 緊急時の対応 

 指定居宅介護支援事業の提供時に利用者の身体状況が急変した場合、その他必要な場合には、速や

かに主治医、利用者の家族等に連絡し、必要な措置を講じます。 

 

１１ 虐待の防止 

事業所は、虐待の発生又はその再発を防止するため、次の各号に掲げる措置を講じます 

（１）事業所における虐待の防止のための対策を検討する委員会（テレビ電話装置等を活用して行う   

ことができるものとする。）を定期的に開催するとともに、その結果について、従業者に周知徹底を

図ります。 

（２）従業者に対し、虐待の防止のための研修を定期的に実施します。 

（３）虐待防止の指針を整備します。 

（４）上記措置を実施するための担当者を置きます。 

 

１２ テレビ電話装置等を活用としたモニタリング 

 事業所は、サービス担当者会議等にて、次に掲げる事項について、主治医、担当者のその他の関係

者の合意を得て、テレビ電話装置その他の情報通信機器を活用したモニタリングをおこなうことが

あります。 

（１） 利用者の状態が安定していること 

（２） 利用者がテレビ電話装置等を介して意思疎通ができること（家族のサポートがある場合も含

む） 

（３） テレビ電話装置等を活用したモニタリングでは収集できない情報について、ほかのサービス

事業者との連携により情報を収集すること 

（４） 少なくとも 2 月に 1 回（介護予防支援の場合は 6 月に 1 回）は、利用者の居宅を訪問する

こと。 

 

上記（１）～（４）について説明を受けたうえで、同意をいただける場合は、下記の□にチェックを

入れてください。 

 

□上記について説明を受け、テレビ電話装置等を活用したモニタリングの実施に同意します。 

 

 

 

 

 



 

 

 

令和  年  月  日 

 

 居宅介護支援の提供開始にあたり、利用者に対して本書面に基づき、契約書・重要事項説明書・個

人情報の使用に係る同意書を説明しました。上記の契約を証するため、本書2通を作成し、利用者及

び事業者双方署名押印の上、各自1通を保有するものとします。  

 

      事業者        所在地：名古屋市西区新道一丁目 2 番 5 号 

                 法 人：株式会社マザーズ 

      事業所        名 称：居宅介護支援事業所マザーズ 

 

                 管理者：  水野 芳恵          

                  

私は本書面により、事業者から居宅介護支援における契約書・重要事項説明書・個人情報の使用に係

る同意書について説明を受けました。また、事業者が利用目的の範囲内で私及び家族等の個人情報を

使用することに同意します。 

 

      利 用 者      （住所） 

 

                 （氏名）                 

 

 

代 理 人      （住所） 

 

                 （氏名）                 

 

                 （続柄） 

 

 

身元引受人      （住所） 

      （家族） 

                 （氏名）                 

 

                 （続柄） 


